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Abstract
We propose observation system of crustal movement at the area of earth stations using two quasi-

zenith satellites which have retro-directive antenna on board. Inthis sysyem, the crustal movement is 
obtained by interfering with two singnals from retro-directive antennas which transmit the receiving 
waves from the earth station antenna towarad the direction of the earth station antenna. 

 From the link budget of this system, for the earth station anntenna we select the spherical reflector 
anntenna having two anntena beams.
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₁ ．まえがき

　VLBI（Very Long Baseline Interferometry，超長基線電
波干渉計）︵₁︶ を用いた地殻変位検知システムは，電波星と
地上の距離が長いため受信電力が弱くなり地上のアンテナ
開口径が増大する。また，観測精度を高めるには地上局間
の距離も長くなり，オンライン観測を行う場合には通信設
備が増大する。いずれにおいても建設費用が増大するとい
う問題点がある。
　今回提案する地形変位検知システムは，地上局からリト
ロディレクテイブアンテナを搭載した ₂個の準天頂衛星 ︵₂︶

へ向けて電波を送信し，リトロディレクテイブアンテナ ︵₃︶

により送り返された受信波を地上局の設備内で干渉させる
ことにより，地上局が設置されている地殻の変位を観測す
るものである。これにより原子時計を不要とし，簡素化し
た地殻変位検知システムを得るものである。図 ₁に代表的
な準天頂衛星の軌道 ︵₄︶ を示す。
　今回，地球局から発射した電波が準天頂衛星のリトロ
ディレクテイブアンテナにより地球局へ送り返されるまで
の回線設計を行い，このシステムに適した地球局アンテナ

の設計結果を報告する。

₂ ．地殻変位検知システム

　提案する地殻変位検知システムを図 ₂に示す。宇宙空間
には，リトロディレクティブアンテナ装置を搭載した，軌
道位置が既知である ₂個の衛星を配置する。ここでリトロ
ディレクティブアンテナ装置は，受信した信号の到来方向
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図 ₁　準天頂衛星の軌道
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を検知し，到来方向へ向けて電波を送信する装置であり，
各方面で応用されている ︵₃︶。
　地球上には， ₂個のアンテナビームをもつ地上局アンテ
ナを設置する。この地上局アンテナは ₂個の衛星に向けて
電波を同時に送信し，次に各リトロディレクティブアンテ
ナ装置により送り返された電波を受信する。この地上局ア
ンテナには， ₂個の受信波による時間差，すなわち位相差
に基づいて ₂個の衛星を基準とした地上局アンテナの位置
を決める干渉装置，衛星の複数個の位置に対する地殻変位
を記録する地上局位置記録装置，および衛星の軌道上の位
置などを事前に蓄積する衛星位置蓄積装置を配置している。

₂.₁　地殻変位検知法

　地上局アンテナは，地球上の地殻変位を観測したい位置
に設置される。図 ₂の衛星位置蓄積装置から送られてきた
衛星の軌道上の位置に基づき，地上局アンテナは同時に ₂
ビームを ₂個の衛星 a，bへ送信する。
　衛星 a，bでは，地上局アンテナからの送信波を受信した
後，それぞれに搭載されたリトロディレクティブアンテナ
装置によって地上局アンテナへ信号を送り返す。地上局ア
ンテナで受信された ₂個の受信波は，干渉装置へ送られる。
　この干渉装置では，これら受信 ₂波が干渉装置へ入力さ
れる時間の差から，地上局アンテナと衛星 a間の距離と，
地上局アンテナと衛星 b間の距離との差 xを検出する。
　リトロディレクティブアンテナ装置が電波を受信してか
ら地上局アンテナへ向けて送信するまでに要する時間は一
定である。地上局アンテナが ₂個の衛星に電波を送信して
から受信するまでの時間をそれぞれ τ a，τ b，光速を cとす
ると，次式から距離差 xを求めることができる。

x cb a= − ⋅( )τ τ  （₁）

　干渉装置では，この地上局アンテナと ₂衛星間の距離差
x，₂個の衛星の軌道位置から求められる衛星間距離 dと，
および地上局アンテナから送信される ₂ビーム間の角度α

の情報から， ₂個の衛星を基準とした地上局アンテナの位
置を計算することができる。
　図 ₃に示すように，地上局アンテナと衛星 aとの距離を
r，地上局アンテナと衛星 bとの距離を r + xとすると，次
式が得られる。

　　( ) cos cosr x d r+ = +β α  （₂）
　　d rsin sinβ α=  （₃）

　ここで，衛星 bを中心として，衛星 a方向と地上局アン
テナ方向のなす角を β とする。
　この式より，衛星 aと地上局アンテナとの距離 r，なら
びに衛星 bと地上局アンテナとの距離 r + xが求められる。
　次に，地上局アンテナから基線方向へ下ろした垂線と基
線との交点をHとする。衛星 aと交点Hとの距離 zは，次
式で与えられる。

z r x d= + −( )cosβ  （₄）

　この距離 zは，地上局位置記録装置へ蓄積される。所定
の時間毎に距離 zを求めることにより，地上局の位置する
場所の地殻変動を求めることができる。
　すなわち，上記の観測を例えば ₂ 回行い， ₁ 回目に求
まった衛星 aと交点 Hとの距離を z， ₂回目に求まった距
離を z′とすると，この差分 δ  = z′- zが，地上局アンテナの
位置の基線方向の変位量を表す。この地上局アンテナの位
置の変位を検知することにより，地上局付近の地殻の変位
を検出することができる。
　このシステムでは，衛星を用いているため，従来の電波
星を用いたシステムに比べて，通信距離がかなり短くなり
通信装置が簡素化される。また地上の観測装置間の干渉は
不要となり，建設費用が安価になるため，地殻変位を観測
したい地上局が多数ある場合でも建設費用が莫大にならな
いという利点がある。
　使用する衛星としては，静止衛星，準天頂衛星［₂］，低
軌道衛星が考えられる。また₂₄時間，常に観測するために

図 ₂　地殻変位検知システムの構成 図 ₃　距離差
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は静止衛星，準天頂衛星が選択される。静止衛星は，赤道
近辺の地点からは高仰角であるが，高緯度地域では低仰角
となる。低仰角の場合には，通信条件が変動する大気伝播
の距離が増大し観測精度が劣化するため，高緯度地域では
準天頂衛星が有効である。準天頂衛星は，赤道に対して傾
いた軌道を有し，地球から見た準天頂衛星の衛星軌道を，
図 ₄に示すように一定の地域に ₈の字を描くようにするこ
とができる。
　図 ₄では， ₈の字の上半分の衛星軌道は ₈時間で，下半
分の衛星軌道は₁₆時間で一周する。この衛星軌道の上半分
に ₂個の衛星 a，bが配置されている間，地上局アンテナか
らは，₂個の人工衛星 a，bを結ぶ基線が高仰角天空で回転
しているように見える。すなわち，複数個の準天頂衛星の
うち， ₂個の準天頂衛星ペアを時間的に切り替えることに
よって，準天頂衛星ペアを結ぶ基線方向の地殻変位成分を
検出する。従って，この衛星軌道に ₆個の衛星を配置すれ
ば，地上局アンテナの高仰角上に，₂₄時間，常に衛星が存
在し，回転する基線方向における地殻変位を観測できる。

₂.₂　数値検討

　図 ₂に示したシステムの干渉結果から xを測定できるも
のとすると zを再記すると次のようになる。

z r x d= + −( )cosβ  （₅）

　次に ₂回目以降の観測によって，zが z′に変化したもの
とすると次のようになる。

′ = ′ + ′ ′ −z r x d( )cosβ  （₆）

　ここで，変化したものに ′をつけている。なお，z′は地
上局アンテナが置かれている点 Eが変位したものによる変
化であり，dを一定とすると Eの変位δは次のようになる。

　　δ
β β

= ′ −
= ′ + ′ ′ − +

z z
r x r x( )cos ( )cos

 
（₇）

　また図 ₃に示した各パラメータ間の関係式を再記すると
次のようになる。

　　( ) cos cosr x d r+ = +β α  （₈）
　　d rsin sinβ α=  （₉）

　式（₈），（₉）から rを消去して次のようになる。

　　d xcos cosβ α α
+



 =

2 2
 （₁₀）

　同様に変化した成分についても次式が成り立つ。

　　d xcos cos′ +



 = ′β α α

2 2
 （₁₁）

　式（₁₀），（₁₁）から次式が得られる。

( )
cos

cos cos′ − = ′ +



 − +



x x

d

α

β α β α2

2 2
 （₁₂）

　式（₁₁），（₁₂）から x，x ′を求めると次のようになる。

　　d xsin tan cosβ α β
2

−



 = −  （₁₃）

　　d xsin tan cos′ − ′



 = − ′β α β

2
 （₁₄）

　式（₁₃）,（₁₄）から次式が得られる。

　　
d

x x

{tan (sin sin ) (cos cos )}

( )

α β β β β
2

′ − − ′ −

= − ′ −  （₁₅）

　ここで，β′ = β  + Δとおく，Δはβに比べて十分小さい値
とすると次のようになる。

　　sin ∆ ≒
− ′ −

+





( )

tan cos sin

x x

d α β β
2

 （₁₆）

　　cos Δ≒ ₁  （₁₇）

　式（₁₅）の (cos cos )′ −β β は次のようになる。

　　
cos cos tan {sin cos cos sin

sin }
( )

′ − = +

− + ′ −

β β α β β

β

2
∆ ∆

x x
d

 （₁₈）

　式（₁₆），（₁₇）を式（₁₈）に代入して次のようになる。

cos cos
( ) sin cos

sin
′ − = ′ − ⋅

+( )β β
β
β

α

α

x x
d

2

2

 （₁₉）

　したがって，β ′は β によって次のように表わされる。

cos cos
( ) sin cos

sin
′ = + ′ − ⋅

+( )β β
β
β

α

α

x x
d

2

2

 （₂₀）

　式（₇）,（₂₀）から δ を求めると次のようになる。

図 ₄　準静止衛星の衛星軌道
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′ ′ −
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
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22

2α
β
β

β α
α

α


−





cos cosα β

 
（₂₁）

　式（₂₅）の ′x
d

cosα の x′を xと近似すると，式（₈），（₉）

から次のようになる。

′ =

= − +{ }
= + −

x x

d

d

sin
sin

(cos ) cos

sin( ) sin
sin

β
α

α β

α β β
α

1

 
（₂₂）

　式（₂₂）を式（₂₁）に代入して次のようになる。

δ β α
βα α

= − ′ − +
+( )( )

cos( )
sin sin

x x
2

2 2 2
 （₂₃）

　式（₂₃）において，三角形 Eabが二等辺三角形とすると

β π α= −
2  （₂₄）

　式（₂₄）を式（₂₃）に代入して，次のようになる。

δ
α

= ′ −
( )

( )
sin
x x

2 2
 （₂₅）

　したがって，αが大きい場合，すなわち衛星 a，bが離れ
ると分解能は向上する。
　ここで，( )′ −x x は干渉計の精度である。今，α を₄₀ ，゚ 

dを ₂ mmとすると，干渉計の精度として ₄.₅₆ ps（ピコ秒）
が要求される。いま，周波数を ₂₂ GHzとすると，₄.₅₆ ps

は₃₆°の位相差に対応する。

₃ ．回線設計

　図 ₅に回線設計に必要なパラメータを示す。ここで，Pt

は地上局アンテナの送信尖頭電力，Gtrは地上局アンテナの
送受信アンテナ利得，Gsaは準天頂衛星搭載リトロディレ
クティブアンテナの送受信アンテナ利得，準天頂衛星搭載
リトロディレクティブアンテナ内蔵のアンプ利得を gaであ
る。

≒

≒

₃.₁　信号処理後 SNRの計算

　一つの準天頂衛星が受信する信号電力 P̂s は次式のように
なる ︵₅︶，︵₆︶。

ˆ
( )

P
P G G

rs
t tr sa=

λ
π

2

24
 （₂₆）

　ここで，rは地球局－準天頂衛星間距離，λ は波長であ
る。
　また，地球局の送受信アンテナ利得 Gtrとアンテナの幾
何学的な面積 Aとの間には，次式が成り立つ。

G
A

tr = 4
2

πη
λ

 （₂₇）

　ここでη は開口能率であり，またパラボラアンテナの直
径を Dとすると，Aは πD2 4/ である。
　リトロディレクティブアンテナ内蔵のアンプ利得を gaと
おくと，準天頂衛星に搭載したリトロディレクティブアン
テナから放射され，地球局で受信したときの受信電力 Psは
（₂₆）式を用いて次式で書ける。

P
P G G g

r
P G G g

rs
s tr sa a t tr sa a= =

ˆ

( ) ( )
λ

π
λ

π

2

2

2 2 4

44 4
 （₂₈）

　地球局の受信機雑音電力 PNは次式で表される。

P kTBNN F=  （₂₉）

　ここで，kはボルツマン定数（＝₁.₃₈×₁₀-₂₃），Bは受信
機帯域幅，NFは受信機雑音指数である。
　よって，信号処理前の SNRinは次式となる。

SNR
P
P

P G G g
r kTBNin

s

N

t tr sa a

F

= =
2 2 4

44
λ

π( )
 （₃₀）

　ここで，地球局において受信信号のコヒーレント積分を
行い，位相を抽出することを考える。積分時間を Tcohとす
ると，コヒーレント積分による積分利得 Gcohは次式で書け
る。

G BTcoh coh=  （₃₁）

　従って，コヒーレント積分後の SNRoutは次式で表される。

図 ₅　設計パラメーター
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SNR
P G G g G

r kTBN

P G G g T

out
t tr sa a coh

F

t tr sa a coh

=

=

2 2 4

4

2 2 4

4

4

λ
π

λ
π

( )

( rr kTNF)4  
（₃₂）

₃.₂　地殻変位計測精度

　地球局から放射された電波が衛星 aに到達し，再び地球
局にて受信されるまでに要する時間を τ₁，同様に衛星 bに
放射した電波が地球局にもどってくるまでの時間をτ₂ とす
る。地球局にて，送信信号と各衛星からの受信信号とを干
渉させて観測した位相 Φ̂1，Φ̂2 において，Φ̂1 0 12= π τf ，
Φ̂2 0 22= π τf が成り立つので，地球局－衛星 a間と地球局－
衛星 b間の距離差 xは次式のようにかける。

x
c

f
= −( ˆ ˆ )Φ Φ2 1

04π
 （₃₃）

　ただし， ˆ ˆΦ Φ2 1− には整数値バイアスが含まれており，
あらかじめ決定しておく必要がある。すなわち，距離差 x 

はあらかじめ波長オーダーで決定されてなければならない。
　式（₂₅）に従い，xと二回目以降に観測した距離差 x ′と
を用いて，地球局アンテナの基線方向の変位 δ は次式のよ
うにかける。

δ α= ′ −x x
sin2 2

 （₃₄）

　従って，観測位相 Φ̂1 と Φ̂2 の観測精度限界から，変位 δ

の観測精度限界が計算される。
　まず Φ̂1 の観測精度理論限界（CRLB; Cramer-Rao Lower 

Bound）は次式で与えられる ︵₇︶．

Var( ˆ )Φ1 ≧
1

2SNRout
 （₃₅）

　ここで，Var( )⋅ は分散を表す。衛星 bから受信した信号
の SNRoutが衛星 aと同じであり，₂個の信号から観測され
た位相が互いに独立だとすると， ₂衛星間の位相差の分散
は次式となる。

Var( ˆ ˆ )Φ Φ2 1− ≧
1

SNRout
 （₃₆）

　また，距離差 x の分散の理論限界は上式（₃₆）と式（₃₃）
を用いて次式となる。

Var x
Var c

f
( )

(= −ˆ ˆ )
( )
Φ Φ2 1

2

0
24π ≧

c
f SNRout

2

0
24( )π  （₃₇）

　 ₁回目に推定した距離差 xと二回目以降に推定した距離
差 x′とが互いに独立であるとして，変位δの分散は式（₃₄）,
（₃₇）から次のようになる。

Var
Var x x

sin
( )

( )δ
α

= ′ −

( )4 2

2  ≧  
c

sin f SNRout

2

2

2
0

232 α π( ) ( )
 （₃₈）

₃.₂　距離精度計算例

　式（₂₇），（₃₂），（₃₈）を用いて，地上局の送受信アンテ
ナの直径を変化させたときの地殻変位δの推定誤差の RMS

値 Var( )δ （変位推定誤差）との関係を計算した。計算に
用いたパラメータを表 ₁に示す。アンテナ直径と推定距離
誤差との関係を図 ₄に示す。
　上記の計算例では，内蔵アンプ利得 ₃₅ dB，アンテナ直
径が ₁₀ mのときに変位計測精度 ₀.₄ mm程度となること
が分かった。ただし，内蔵アンプ利得が ₃₅ dBより高くな
ると，アンテナ直径を ₁₀ mから小さくできる。

図 ₆　変位推定誤差の理論限界と地上局アンテナ直径の関係

表 ₁　計算パラメータ

光速　c ₃×₁₀₈ m/s

送信信号周波数　f₀ ₂₂ GHz

開口能率　η ₇₀％

アンテナ直径　D ₅ m, ₁₀ m, ₁₅ m, ₂₀ m

送信尖頭電力　Pt パラメータ

距離　R ₃₆₆₀₀ km

送信局アンテナ利得　Gtr ₅₉.₇ dBi, ₆₂.₆ dBi, ₆₅.₇ dBi, 
₆₉.₂ dBi, ₇₁.₇ dBi

衛星搭載アンテナ利得　Gsa ₂₀ dBi

リトロディレクティブアンテナ
内蔵アンプ利得　ga

₃₅ dB

ビーム間角度　α ₄₀ deg

受信機温度　T ₂₉₀ K

受信機帯域幅　B ₁ MHz

受信機 NF　NF ₃ dB

観測時間　Tcoh ₁ sec
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₄ ．地球局アンテナの設計

　 ₂個の高利得アンテナビームにおいて，両ビームの角度
間隔が大きく，かつ ₁個のアンテナで形成するアンテナ形
式として球面鏡アンテナを選定した ︵₈︶。
　前章の結果から，変位計測精度 ₀.₄ mm程度を得るため
には ₂ビーム間隔は₄₀度，アンテナ直径は ₁₀ mとなる。図
₈に，主反射鏡は点 Cを中心とする球面鏡，副反射鏡は球
面収差を補正する非 ₂次曲面であり， ₂方向の電波を焦点
F1，F2に集束させている。₂個の電波を点 Fで干渉させる
ために焦点を F₁，Fとする楕円鏡，および焦点を F₂，Fと
する楕円鏡を設けている。
　 ₁個のアンテナで ₂ビームを形成させているため，開口
径は₁.₆₇倍になっている。 ₂個のアンテナで ₂ビームを形
成する場合に比べ₁₆.₅％減少している。

₅ ．むすび

　提案した地形変位探査検知システムにおいて，変位計測

図 ₇　全体の反射鏡

精度 ₀.₄ mmを得るため，周波数 ₂₂ GHz， ₂ ビーム間隔
₄₀度，内蔵アンプ利得 ₃₅ dBとすると地球局アンテナの直
径は ₁₀ mとなる。この ₂ビームアンテナ形式として，球
面鏡アンテナを選択し鏡面設計した。今回の回線設計にお
いてアンテナビームが狭ビームのためアンテナ雑音を無視
した。内蔵アンプ利得が ₃₅ dBより高くなるとアンテナ直
径は減少するが，この場合アンテナビームが広がるためア
ンテナ雑音も考慮した設計が必要となる。なお，干渉装置
の位相検出において，₂πの整数倍の不確実性の除去法は超
音波探傷で検討されている ︵₉︶。
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